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新聞製作技術の軌跡長期連載

…その11　戦後の新聞輪転機の歩み3　……

明治期から辿ってきた新聞輪転機の歩みも
今回が最終。いよいよ本格的なオフセット輪
転機時代の到来となるが、21世紀に入ってか
らの状況は、新聞協会発行の「新聞印刷ハン
ドブック」等を参照していただくとして、本
稿では2000年までの経緯を述べていく。

その後の凸版輪転機
新聞界では新聞用紙供給の好転から、51年

（昭26）5月に用紙の配給、価格の統制が撤廃
され、同年10月には朝夕刊セット制が復活し
た。以降、徐々にページ数が増えていく。ま
た52年12月からは新聞販売が41年12月以来の
共同販売制から専売制に復帰し、自由競争が
活発になって部数も増えていった。それに伴
い輪転機の需要も伸長し、高性能機に対する
ニーズも高まった。
以降の凸輪に取り入れられた機能面での進
展の状況を東京機械の例で追ってみる。56年
（昭31）頃からオートペースター（自動紙継装
置）、インキの遠隔調整、自動紙通しなどが
装備されるようになり、生産性、作業性、安
全性の向上に寄与した。また62年（昭37）頃に
は、鉛版の版胴への取り付け方式も改良され、
回転中の鉛版の浮き上がりが抑えられるため
印刷速度が向上した。71年（昭46）には軽量刷
版対応の版胴、巻取紙装着の自動化、巻取紙
サイドレイ自動調整（給紙部から送られる用
紙の左右方向のズレを防止）、インキ濃度自
動補正、損紙自動排出などが実現した。
国内での本格的な新型凸輪の開発は、大規
模紙印刷方式の将来像が未だ不透明であった
77年（昭52）頃まで続けられたが、それ以降は
もう重装備の本格凸輪が新規開発されること
はなかった。ただ最終期に開発された防音操
作室からの遠隔操作や省力、作業環境対策、
安全対策などの技術は、以降に開発された本

格的なオフ輪に引き継がれていく。

オフセット化への流れ
1970年代の初頭まで、世界の新聞界は依然
凸輪の設置が続いていた。しかし上流工程の
CTS化の進展とともに、工程的につながりが
良く、作業的、品質的にも優れたオフセット
印刷を指向するようになったのは必然であっ
たと言えよう。また既述したように、かつて
面倒な作業であった刷版製作が、PS版の実
用化で極めて容易になったこともオフ化の大
きな要因だ。
　　《三菱重工の参入》
日本では、前身の新三菱重工時代の1961年

（昭36）から印刷機械進出のため仏のマリノニ
社と技術提携を結んでいた三菱重工が、66年
（昭41）4月に同社初めての新聞兼商業用オフ
輪である半裁（2頁幅）の「マリノニ式B縦全判
両面4色刷BB型」を製作し、7月に山梨日日新
聞社に納入した。次いで同年末、中日高速オ
フセット印刷向けに倍幅（4頁幅）サテライト

型多色機とBB型機を設置、中日新聞の67年
（昭42）元旦号特集の印刷から稼働を開始し
た。構成は若干異なるが、三菱のサテライト
型とBB型を中心としたオフ輪は68年（昭43）
に日野オフセット印刷（朝日と凸版印刷の合
弁）、69年（昭44）には大阪オフセット印刷（朝
日と大日本印刷の合弁）、さらに読売の日曜
版を印刷することになる光村印刷へと相次い
で納入された。新三菱時代の1964年（昭39）、

中日高速の三菱機構成図
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産経東京に凸輪納入の実績はあったが、日曜
版等の別刷り用のカラーオフ輪を通じて新聞
界での三菱機の地歩が次第に築かれて行く。
　　《東京機械もオフ輪へ進出》
凸輪トップメーカーの東京機械も、早くか
らオフセット分野への進出を図っていたが、
68年（昭43）10月に、英ベーカー・パーキン
ス社との間にオフ輪製造の技術援助契約を締
結した。その後同社の技術指導を受けながら
開発を行い、70年2月に書籍印刷用の倍胴半
裁（2×2＝2頁幅/2頁周長版胴）「ジェミニ」サ
テライト機を完成して公開試運転を催した。
　　《凸輪とオフ輪のハイブリッド》
本文印刷用の凸輪とサテライト型多色オフ
輪を組み合わせるハイブリッド方式は、凸輪
が主流の当時、凸版方式を上回る高品質のカ
ラー紙面を実現できる魅力的な方式であっ
た。セット構成には凸輪上にオフ輪を搭載す
る方式と、隣接して設置する方式とがあった。
東京機械はジェミニ公開と同じ70年（昭45）
2月、初めて倍幅倍胴（4×2＝4頁幅/2頁周長
版胴）のサテライト型も製作、凸輪とのハイ
ブリッド印刷のテストを実施し、最高12万部
/時での印刷に成功した。同年5月に大阪で開
催されたJP70国際印刷機材展にはこれを出
展して公開試運転を行い、総重量100トンの
威容で印刷する様子が反響を呼んだ。同社は
71年3月に初のハイブリッド機を台湾の聯合
報に納入、5月には静岡新聞社、7月には韓国
の京郷新聞社と納入が続いた。
なお三菱重工はこれより早く、70年3月に
国産初のハイブリッド式多色輪転機を韓国の
朝鮮日報に設置している。凸輪と折機は池貝
鉄工製で、サテライト機と連結運転の技術的
責任を三菱が受け持った。
国内初のハイブリッド採用社となったのは
静岡だ。既設ドライオフ機の品質面、作業面
での限界から75年（昭50）2月に全セットのハ
イブリッド化（2×2のサテライト機を凸輪上
に搭載）を達成し、ドライオフの使用を終了

した。
国内2番目は北日本で、79年と80年に東京
機械の倍幅サテライト機を2セットの既設凸
輪に連結して設置した。
　　《本格新聞用オフ輪の登場》
商用サテライト機からスタートした東京機
械では、71年（昭46）2月に正式な4×2サイズ
の新聞用オフセット輪転機と銘打ってサテラ
イト+BB+HDの構成で公開試運転を行った。
その後75年（昭50）には独自設計の4×2サイズ
の新聞オフ輪「VBW」を完成した。本機の最
大の特長は、全体の大きさを従来の凸輪と同
じにしたことで、既設の凸輪からのリプレー
スが可能となった。この機種は以後、同社新
聞オフ輪の主力機となる。1号機は読売北陸
支社に、既設の濱田精機製オフ輪の後継機と
して設置された。
濱田印刷機は同年3月に独KBAと4×2サイ
ズの新聞オフ輪「コマンダー」の技術提携契約
を締結、その1号機は73年3月に日刊工業新聞
に納入された。
72年12月池貝鉄工は、同年2月に米のコン
グロマリット、ノースアメリカン・ロックウ
ェル傘下となった旧ゴス社との間に合弁会社
「池貝ゴス」を設立した。旧ゴス社のオフセッ
トへの進出は、60年（昭35）に同社初の新聞用
小型輪転機「サバーバン」（2×1）をセントル
イスの新聞社に設置したのが最初。その後、
62年には2×2機「アーバナイト」、64年には初
めての4×2機「メトロ」を公開した。
なお59年に日本で初めて新聞オフ輪を製作
した濱田精機は、70年に上毛に半裁機を納入
したのを最後に、翌71年には会社更生法を申
請して新聞界から遠ざかって行った。

凸輪からオフ輪への転換が決定的に
新聞界での輪転機オフ化の潮流を決定づけ
たのは朝日築地新社屋での採用決定であっ
た。日経と同時進行で本格的なCTSシステム
を構築していた同社は、自動化を進めた高速
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凸輪や熱可塑性樹脂版ARなど凸版方式での
開発を含め、CTSと整合性の良い刷版・印刷
方式を模索していた。

凸輪かオフ輪か、社内で激しい論議がなさ
れる中で次第にオフ輪採用論が強まってい
き、77年（昭52）9月には池貝ゴス社のオフ輪
のテストを行うことを決定した。78年4月か
ら世田谷の生産技術実験所に池貝ゴス社のメ
トロ機を設置して検証を開始、同年9月には
築地のオフ化を決定して池貝ゴス（メトロ）、
東京機械（TO-400R）に各4セットを発注した。

両機とも各セットにはBB上部に共通圧胴
型HDを装備したユニットを有し、隣接のBB
と合わせて表面4色、裏面1色の印刷が可能で
あった。共通圧胴はメトロが1倍胴なのに対
し、TO-400Rは1.5倍胴となっていた。

これ以降、新聞社の輪転機の新台設置は、
一部の例外を除いてオフセット方式に移行し
ていく。

朝日築地の東京機械TO-400R輪転機

なおTO-400Rにはそれまでのオフ輪の欠陥
とされていた刷り出し損紙の削減と、印刷立
ち上げ作業時のノンスキル化のため、シーケ
ンシャル・スタートアップ方式の制御システ
ムが取り入れられた。これはインキング装置
とダンプニング（湿し水）装置の動作を輪転機
の速度に追随させて最適化する制御で、従来
機の1/10に損紙を低減できた。現在のオフ輪
では標準的な機能となっているが、開発当初
は米国などからも多数の見学者があった。

ハイブリッド印刷を行っていた静岡も、完
全オフセット化に踏み切り、79年（昭54）6月

には東京機械のVBW型の15万機を設置した。
多色装置は倍幅サテライトユニットが搭載さ
れ、ハイブリッド時代の倍のカラーページの
印刷が可能となった。このユニットには倍幅
胴に取り付けられた左右2枚の刷版を運転中
にそれぞれ独立して左右および天地方向に微
動できる機構を備え、2枚の刷版の見当を個
別に合わせることのできる画期的なシェル版
胴装置が組み込まれていた。東京機械は日米
独でこの発明の特許を取得した。

三菱は79年11月に同社初の日刊紙対応の新
聞オフ輪を自主技術により開発し、北海道新
聞函館支社に納入した。それまでの三菱のオ
フ輪は新聞本紙用ではなく、サテライトを中
心とした別刷りを主目的とするものであっ
た。さらに同社は80年7月に長崎新聞向けに
日刊紙用15万機を納入した。
　　《軽量輪転機と凸版キーレス機》

70年代後半、米新聞界では人口の都市郊外
への移動に伴う配達エリアの拡大と、広告サ
ービス紙との競争で分散工場設置の動きが出
てきた。またゴス社の寡占状態も一因とされ
た輪転機価格の上昇に、いかに対処するかが
重要な課題となっていた。さらに73年末の第
1次石油危機以降、省資源問題が大きく叫ば
れるようになった。これらが結びついて低価
格で省資源タイプのいわゆる「軽量輪転機」を
めざす動きが出てきた。

こうした米新聞界の事情を背景に77年（昭
52）9月にANPA RIは各国の輪転機メーカー
20社を招集して開発構想を具体的に提示して
開発への協力を要請した。

これに応えて東京機械は80年（昭55）6月の
ANPA機材展で「LW型軽量凸版印刷機」を公
開した。これはANPA RIから提唱のあった
軽量輪転機の開発第1号であった。本機は軽
量刷版の使用を前提に、インキング機構をは
じめ各部を可能な限り簡素化した軽量、省エ
ネ型の凸輪であった。

ここで使われたインキング機構は、フレキ
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ソ（段ボール印刷などに使用される柔軟性の
ある版材を使う凸版方式の一種）印刷機が採
用しているアニロックスローラー（アミロー
ラーとも呼ばれる均一なメッシュ状の微細な
セルを多数持つローラー）を用いたインキ調
整の不要なキーレスインキングであった。

アニロックスローラーの表面とセル形状の例

ANPAに出展された輪転機は、展示会後に
米新聞社に設置されたものの、それ以上に拡
大することはなかったが、この軽量輪転機の
中核となるキーレスインキング方式は日本で
活用された。 

81年（昭56）からCTSの開発に着手した読売
東京本社は受け皿となる下流工程を検討の結
果、移行期間と費用負担の少ない「感光性樹
脂凸版+凸輪のキーレスインキング化」を選
択した。

同社は71年に建設した東京・大手町の本社
屋に、当時凸輪81台（最終84台）を有する大規
模集中工場を有しており、更新のための余剰
スペースも代替工場もなく、すぐにオフ化で
きる状況にはなかった。82年3月からキーレ
スのテストを開始し、好結果が得られたため
東京本社の輪転機は順次この方式に改造され
た。これにより、刷り出し損紙の削減と大幅
な省人化が可能となった。

キーレス改造機の好結果を見て、読売は同
年11月には青森工場の増設に際して、新たに
開発した東京機械製の軽量凸輪の新台を2台
導入した。ちなみにこれが国内における最後
の本文用凸輪の設置となった。

　　《凸輪の終焉》
日本新聞協会の「新聞社の主要設備動向調

査」によれば、1988年末の凸輪、オフ輪の設
置台数は凸輪695台・オフ輪917台と遂にオフ
輪が凸輪の台数を逆転した。前年度はそれぞ
れ766台・707台であった。なお、この当時は
建てページ増に対応するため大手紙の分散工
場の建設が盛んに行われていた事もあり、凸
からオフへの転換だけではなく、輪転機総数
の増加が著しい。

輪転機台数の推移

なお新聞協会加盟社で最後まで使用された
凸輪は毎日東京機で、2003年（平15）4月30日
付夕刊でその稼働を停止した。

なお、戦後、新聞用倍幅凸版輪転機を手が
けた社としては、既述した社以外に渡辺鉄工
所（旧九州飛行機製作所1950年・西日本）、日
立製作所（1955年・河北）、西研工業（1962年・
沖縄タイムス）などがある。

オフ輪のさらなる発展
80年代半ば頃になると、オフ輪のさらなる

ステップアップをめざして各メーカーは様々
な取り組みを始めるが、その多くは現在に繋
がるものなので概要を述べるに留める。
　　《キーレスオフ輪》

先ず、ANPAの軽量凸輪で注目されたキー
レスインキングをオフセット機でも実現しよ
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うとする試みが各メーカーで始まった。既に
東京機械は83年（昭58）のANPA展に軽量キ
ーレスオフ輪を出展していたが、86年にはゴ
ス、三菱も自社の方式を公表した。しかしキ
ーレス機は一時全盛を極めたが、インキの戻
りが多く、余分な水や紙粉が混入するため安
定した印刷を継続するには煩雑なメンテナン
スが必要なことなどから、デジタルインキポ
ンプの登場で採用されなくなっていく。
　　《タワー輪転機の登場》

86年（昭61）、ゴス社はANPA展にBB型輪
転機を4段積み重ねた形状の全幅4Hi（ハイ）
タワー機「カラーライナー」を出展した。同社
は78年（昭53）に2×1機の「コミュニティー」を
4 Hi構成で納入した実績があったが大型機で
も世界初であった。両面同時4色カラー印刷
が可能な4Hiタワー機は、その後、欧米で製
作されてはいたものの、印刷時に湿し水によ
り湿った用紙が横方向に伸びるファンアウト
を克服できず、良質な印刷物を得られなかっ
た。一方、東京機械は90年（平2）秋から静岡
と共同でタワー機の開発に着手し、ファンア
ウト解消装置の開発により92年（平4）3月、
実用化に成功した。現在、タワー機はカラー
オフセット輪転機の標準型式となっている。
　　《自動化・省力化への対応》

自動化、省力化への取り組みも本格化し、
86年（昭61）三菱重工が読売福島工場に納入し
た新聞オフ輪LITHOPIA-RX機には刷版着脱
ロボットが導入された。

輪転機に関わる周辺機器も紙面汚れを検知
する紙面検査装置、巻取紙を自動紙継ぎのた
めに仕上げる巻取紙仕立て（支度）装置なども
実用化された。
　　《シャフトレスドライブの普及》

90年代に入ると、メーンモーターの動力を
主軸や縦軸といった連結軸（シャフト）を介し
て伝える機械的な方式から、各所に配置した
モーターで直接シリンダーなどを駆動するシ
ャフトレスドライブ方式による新聞輪転機が

誕生した。世界で初めて稼働したのは94年（平
6）9月の中国・安徽日報で、ハマダ印刷機械

（89年に濱田印刷機械製造所から商号変更）が
設置した2×2のタワー型オフ輪であった。4
×2機では、スイスのWIFAGが96年10月に
仏の新聞社で稼働させたのが初である。

国内の倍幅機設置は、98年9月の秋田魁が
既設の東京機械オフ輪セットに同社製シャフ
トレスタワー機を増設したのが初となる。全
ユニットがシャフトレス機の稼働は2000年11
月1日の光村印刷の三菱機が国内初だが、同
月中には産経浦安（東京機械）、毎日北海道（ハ
マダ）もそれぞれ稼働を開始しており、各社
ほぼ同時のスタートとなった。
　　《4×1輪転機》

従来、新聞界で一般的な輪転機の版胴は4
×2、すなわち円周方向に2ページ、軸方向に
4ページの刷版を装着する形式であったが、
PS版の耐刷力の向上もあり、半分の版胴径
の4×1機でも回転数を上げて4×2機に近い印
刷速度が得られるようになった。

4×1機は98年（平10）にドイツのKBAとマ
ン・ローランド、フランスのハイデルベルク
が実用機の製作を開始した。日本でも三菱、
東京機械、西研が名乗りを挙げた。

4×2と較べ、スプリットランやコレクト印
刷ができないという本質的な問題はあるもの
の、それらは元々日本ではあまり使われない
機能であり、むしろ刷版コストがほぼ半減す
るメリットの方が評価され、近年導入する社
が急速に増えている。

【主な参考文献及び引用図版】
新聞輪転機のあゆみ（東京機械製作所）P166図3-265
東京機械110年史（東京機械製作所）
新聞印刷・新技術編（日本新聞協会）P169第55図
新聞印刷技術（日本新聞協会）118号P63第9図
三菱印刷機械20年史（三菱重工）
朝日新聞社史（朝日新聞社）
••••••••••••••••••
次回は戦後の用紙、インキについて三宅順

（日本経済新聞社OB）が執筆します。
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新聞製作技術の軌跡長期連載

�その12　戦後の新聞用紙　��

新聞業界では終戦直後の印刷資材のひっ迫
した状況を乗り越え、その後の経済のめざま
しい復興・高度成長を迎え、新聞の建頁は増
え販売部数は伸びた。そのため新聞用紙の消
費も増大を続けた。

ところが、1970年代に勃発した2度の石油
ショックもあって、新聞用紙には原料や坪量
などに大きな変化が起こり、古紙利用や用紙
の軽量化が進んだ。

1980年代後半になると本格的な高速オフセ
ット印刷の時代となり、新聞用紙はオフセッ
ト印刷に適合した品質が求められるようにな
る。

新聞用紙窮迫、苦難の時代
　　≪戦後の用紙入手難と対応≫

新聞用紙の生産量は戦前の最盛期1937年
（昭12）には約7.26億ポンド（約32.9万トン）あ
った。しかし、戦後の46年（昭21）には約1.67
億ポンド（約7.6万トン）まで激減してしまっ
た。それは戦争の終結にともない、主力製紙
工場の集中していた樺太・朝鮮・満州を一挙
に失ったためである。

最悪期、新聞各紙はタブロイド判2頁の朝
刊を発行せざるを得ないところまで追い込ま
れた。その状況について「読売新聞百二十年
史」は「戦争中にもなかった本紙のタブロイド
判2頁が現実のものとなった」と記している。

タブロイド判2頁の発行は2回あった。1回
目は1946年（昭21）12月の8日間。東北の大雪
のために新聞用紙の輸送が困難となり、北海
道・九州を除く東京・関西などで実施された。
2回目は47年2月の3日間と3月からの3か月間

（日、月曜の週2回）、教科書用紙を供出する
ため日本新聞協会加盟の全116社が協力した。

当時のタブロイド判の新聞紙面を読売新聞
の例で見てみよう。第一回目のタブロイド判

は「紙面は縦12段。紙面に一字でも多くの記
事を入れるため、行間を極端に狭め、中段の
ケイ線を細くした。また見出しは最大3段、
写真の扱いも最大縦2段に限定した」とある。

写真は「読売新聞百二十年史」に掲載された
第二回目のもので、47年2月26日付の1面。こ
の時は横長の8段、通常の紙面を真ん中で横
に切ったような珍しい形になっている。こう
した横長タブロイド判は他紙でも発行されて
いた。

 （読売新聞百二十年史から）

　　≪新聞用紙統制がようやく撤廃≫
戦後、言論の自由を与えられ、新興新聞が

乱立するような状況の下、朝刊のための用紙
調達に汲々としていた新聞各社は仙花紙（泉
貨紙ともいう。中小製紙会社がクズ紙・古紙
などの原料を漉きなおした粗悪なザラ紙に似
た巻取紙）も使用した。また、この仙花紙は
情報不足を補うために発行された朝夕刊セッ
ト版とは別物の「独立した夕刊」のためにも使
用された。

夕刊の発行状況を読売新聞の例でみると、
44年（昭19）3月に発行を休止、49年には「独
立した夕刊」の「夕刊読売」を発行した。よう
やく51年（昭26）10月になって朝夕刊のセッ
ト版が復活する。それは同年にGHQ（連合
国軍最高司令官総司令部）による用紙統制が
撤廃されたからだ。それでも当時の主要な日




